
　農業経営における主な業務は、①製品である

農産物の生産・管理、②収穫・出荷調整作業、

③出荷・販売、④資材調達および⑤経理・会計

業務である。このうち「⑤経理・会計業務」に

ついては、農業用会計ソフトの利用も進みつつ

あり、国税電子申告・納税システム(e-Tax)を利

用すれば、完全在宅業務化も可能である。また

「④資材調達」についても、通信販売を利用す

れば、在宅でも行える業務となる。さらに「③

出荷・販売」に関して考えてみると、農林水産

省の調査結果7)によれば、青果物の80%強は現

在も市場出荷されており、この場合、生産者、

消費者の双方が接する機会に乏しい。一方で、

全体の7.8%ではあるが消費者への直接販売も行

われており、通信販売の形態であれば、消費者

とのリモートコミュニケーションが成立するこ

ととなる。また営業活動の一環として、農地の

リモート展示（消費者からみれば農地のリモー

ト見学）のような事例も散見されるようになっ

てきた。農業のテレワーク化によって、消費者

からすると、とかく遠隔の存在となりやすい生

産者との距離が近くなる効用もあるといえる。

一方、｢①農産物の生産・管理」、｢②収穫・出

荷調整作業」については、テレワーク化はほと

んど進んでいない。その場にいることが重要と

なりやすい性質の業務ということもあるが、作

業環境の改善、特に作業の機械化・省力化と

いったところによるメリットの方が大きく、そ

もそもテレワーク化による恩恵が少ないように

も思われる。しかしながら、テレワークである

かどうかは別として、これら作業にICTを積極

的に活用しようとする機運はますます高まって

おり、最近では「スマート農業」という呼称が

与えられるに至っている。これも著者が感じて

いるだけなのかもしれないが、｢スマート農業」

は基本的には「リモート農業」を意味する用語

ではないのだが、語感が似ているため、どうに

も紛らわしい。ちなみに、「リモート農業」

も、著者がそのように表現しているに過ぎず、

用語として厳密に定義されているわけでもな

い。

　スマート農業では、「データに基づいた客観

的で伝達しやすく誰でも使いやすい技術」を志

向している8)。先述の「①農産物の生産・管

理」に関するものとして、データには、作業日

誌や作業記録のようなものも利用されるが、こ

れとは別に、農地を診た情報が重要となる。概

してみれば、農地が露地であるのか施設である

のかと、農地の何を診たのか、具体的には植物

そのものであるのか、植物をとりまく環境であ

るのかで大きく分類できそうである。さらに

は、診るための技術として、旧来型の直接的診

断から、非破壊分析やリモートセンシングを活

用した診断方法へと変革していることも特徴で

あるといえる。

　露地栽培で植物を診る場合（パターン1）

は、人工衛星やドローンにより植物群落をリ

モート撮影し、植物の状態を調査することを基

本とする。検知するのは主として植物の葉が反

射する光の波長である。赤色光と近赤外光の反

射率から算出する正規化植生指数（NDVI=Nor

malized Difference Vegetation Index）が有名

であるが、利用する波長の組み合わせを変えた

様々な植生指数も提案されている。現在のとこ

ろ、得られた植生指数の画像から葉のクロロ

フィル含量や窒素含量を推定し、農地間や農地

内の肥料の過不足をなくすことで、施肥効率を

高め、環境負荷を少なくするといった活用が期

待されている8,9)。ちなみに、ここにきて、よう

やく本記事に「環境科学」の要素が登場し始め

たような気がするのは、著者だけではないはず

である。

　露地栽培で植物をとりまく環境を診る場合

（パターン2）は、地下部環境を知ることが中

心となっている。その代表例は土壌診断である

が、土壌を採取して、分析センター等に委託

し、その分析結果を確認して、施肥の調整や土

壌改良を行うこと自体は、以前からも行われて

きたことである。このような土壌診断を非破壊

で行う手段として、「トラクタ搭載型土壌分析

システム」の開発が行われており、トラクタを

走行しながら、搭載したセンサーにより土壌反

射光を計測することで、多数の土壌診断項目値

を推定する手法も検討されている10)。また先述

置情報を活用して自動走行するトラクタや田植

え機の開発も行われている14,15)。安全性確保の

ために作業中は監視者を配置することが必須で

あるとはいえ、このような農機の利用は、モバ

イル端末による遠隔環境制御と同様に、テレ

ワークも一部可能とするものであるから、いわ

ば「リモート農業」といえるものかもしれな

い。ただ先述したように、このような「リモー

ト農業」の形態がもたらすメリットが、テレ

ワークを可能とすることによるものといえるの

かどうかは判断が難しい。作業の機械化・超省

力化によるメリットが大きすぎるためである。

　以上、特集「環境科学とリモート社会」の一

環として、「リモート農業」に関する雑感を述

べてきた。なんともとりとめのない内容になっ

てしまったが、どうやらリモート農業の時代は

来つつあるらしいのは確かなようである。実感

が今一つ沸いてこないのは、著者の不勉強のな

せる業なのか、周囲の環境がそうさせるのか。

ふと窓の外に目をやれば、本学圃場実験施設に

ICTの足音が聞こえるのは、まだまだ先のよう

である。ただ、どうにもアナログかつローテク

な生活スタイル、研究スタイルを辞めることが

できない著者にとっては、一方で、これが十分

すぎる生活環境、研究環境でもあるらしい。
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した人工衛星画像より、土壌の肥沃度の指標と

して、土壌炭素含有率を推定し、土壌の評価を

行う試みもある8)。簡易かつ迅速な土壌診断技

術も、やはり適切な土壌管理に寄与すると考え

られる。

　水田の場合は、地下部環境として重要な水位

を遠隔で診る技術も開発されている11)。水田に

水位センサーを設置するとともに、水田の取水

口や排水口に自動給排水栓を設置し、水位を自

動制御するか、もしくはモバイル端末で農地よ

り送られてくる画像や水位センサーの値を確認

しながら、水田の給排水を遠隔操作する。これ

により、従来、直接現地に行き人手により入

水・排水を行っていた業務がテレワーク化され

るとともに、水資源の有効利用といった効用も

得られるとされる。また水温センサーも併用す

ることで、水温を下げたい場合は夜間に入水、

水温を下げたくない場合は昼間に入水すると

いった利用法も検討されている。

　露地栽培の場合と比較して、施設栽培の場合

は、より精密な制御を行うことに力点がおかれ

る。植物を診る場合（パターン3）を論じる前

に、まずは植物をとりまく環境を診る場合（パ

ターン4）の方から紹介しておきたい。

　施設栽培では、とにかく対象とする植物に

とって最適な環境を与え続けることが基本であ

り、各種センサーにより計測した情報をもと

に、機械的に制御を行う。地上部環境の場合

は、特に日射量、気温、湿度（飽差）および

CO2濃度について、遮光カーテン、換気窓、暖

房機、ミスト散布装置およびCO2施用装置など

を使用して、設定値に近づくよう自動かつ複合

的に制御する。地下部環境についてみれば、水

耕栽培では、培養液の計測を行い、培養液組成

がなるべく変化しないように制御することが基

本かつ必須の技術となっている。また、培地を

用いる養液栽培や土壌栽培において、根圏の水

分量を計測し、日射量に応じて、灌水頻度や灌

水量を調節する方法も普及している。

　上述の環境について、近年では、モバイル端

末より計測値を知るとともに、設定値を一括制

御するシステムも開発されるに至った。このよ

うな制御のテレワーク化が、スマート農業と称

されるようになった一因かもしれないが、施設

栽培における環境制御は、スマート農業として

位置づけられる以前より既に行われてきたこと

である。従来の技術が昨今スマート農業視され

てしまった状況は、大規模、あるいは高度施設

園芸が、やがて「太陽光利用型植物工場」と称

されるようになった状況と似ているかもしれな

い。さらにいえば、もともとは「植物工場」と

同義であった「人工光型植物工場」も、いつの

まにかスマート農業の1つの形態として扱われ

るようになってしまった感がある。

　最後に施設栽培で植物を診る場合（パターン

3）についてであるが、古典的な手法としては

栄養診断がある。葉などを採取して搾汁液の成

分濃度を測定して、施肥管理に役立てるという

ものであるが、これはスマート農業とは認識さ

れない。スマート農業として位置づける場合に

は、非破壊であることやICTが活用されている

ことが重要なのだろう。このような観点でいく

と、スマート農業に位置付けられそうなものと

しては、スピーキング・プラント・アプローチ

（SPA=Speaking Plant Approach）が該当する

かもしれない。SPA コンセプトは、様々なセン

サーを用いて植物の生体情報を計測して生育状

態を診断し、それに基づいて生育環境を適切に

制御するというものであり、非破壊・非接触タ

イプの植物生体情報計測技術は、SPAにおける

最重要技術に位置付けられている12)。具体的な

例としては、光を受けた植物の葉が発する蛍光

（クロロフィル蛍光）を計測し、得られる情報

である光合成機能を知ることで、施設内栽培環

境や生育の均一化に役立てようとする技術があ

る。

　以上のような、農地を診て栽培管理に役立て

る技術とは別に、高度に機械化された技術もス

マート農業として扱われている。先述した「②

収穫・出荷調整作業」については、AI・画像認

識を利用した自動走行型の収穫ロボットが開発

されている13)。さらに、「①農産物の生産・管

理」においては、測位衛星システム（GNSS=

Global Navigation Satellite System)からの位

　新型コロナウイルス感染拡大の影響で、在宅

勤務やオンライン授業といった「遠隔（リモー

ト）コミュニケーション」が常態化することと

なった。リモートコミュニケーションが常態化

する社会こそが、すなわち本来的な意味でのリ

モート社会であるように思われるが、多くの場

合、リモートワークを中心とした社会をリモー

ト社会と称しているようにも見受けられる。

　現在、テレワークとリモートワークはほぼ同

義の用語として使用されている。テレワークに

ついて、日本テレワーク協会1)は「情報通信技

術（ICT = Information and Communication 

Technology）を活用した、場所や時間にとら

われない柔軟な働き方」と定義し、国土交通省
2)や総務省3)も「ICTを利用し、時間や場所を有

効に活用できる柔軟な働き方」と表現してい

る。企業に勤務する被雇用者が行う雇用型のテ

レワークには、自宅を就業場所とする「在宅勤

務」、電車、飛行機などの移動中や、移動の合

間に喫茶店などで行う「モバイルワーク」、自

社オフィスとは別に用意したワークスペースで

業務を行う「サテライトオフィス勤務」が含ま

れる。また個人事業者・小規模事業者等が行う

自営型のテレワークもある4)。いずれの形態で

あるにせよ、「ICT」がテレワークのキーワー

ドであることは間違いない。

　意外と感じたのは著者だけなのかもしれない

が、テレワークの普及・啓発そのものは、新型

コロナウイルス禍の以前より進められていたこ

とである。実際に、総務省では2015年度より、

テレワークの導入・活用を進めている企業・団

体を「テレワーク先駆者」として、さらには、

十分な利用実績等が認められる場合に「テレ

ワーク先駆者百選」として、選定・公表を続け

てきた5)。2019年4月には働き方改革関連法が

施行され、働き方改革の一環として政府により

一層の普及・啓発が推し進められようとした矢

先、昨今の新型コロナウイルス感染拡大によっ

て、テレワークは社会へと急速な広がりをみせ

たように思われる。

　テレワークの導入にあたっては、業務の性質

上、適している職種もあれば、適さない職種も

あることが知られている。国土交通省の調査結

果4)によれば、雇用型では、｢情報通信業」、

「学術研究、専門・技術サービス業」でテレ

ワーカーの割合が高く（それぞれ35 .8%、

29.5%）、｢医療・福祉」、｢宿泊業・飲食業」で

はテレワーカーの割合は低く、10%に満たな

い。自営型でも同様に「情報通信業」、｢学術研

究、専門・技術サービス業」でテレワーカーの

割合が高く（それぞれ50.4%、32.7%）、｢医

療・福祉」で割合が8.0%と最も低かった。｢農林

水産・鉱業」もまた9.7%と低く、やはり10%に

は達していない。ICTが進歩したとしても、そ

の場にいることが業務を遂行するうえで重要と

なる職種では、テレワークを行い難いことが背

景にあるらしい。

　農業におけるテレワークの現状について調査

しようとすると、「テレワーク＋農業」の新聞

記事6)を見出すこととなった。記事によれば、

東京での業務を全てテレワークで行いながら、

副業としての稲作を新潟で行い、これまでは通

勤に充てていた時間を農作業の時間に充てて有

効活用しているとのことである。このような兼

業農家のスタイルは今後増えていくのかもしれ

ないが、農業そのものがテレワーク化している

わけではない。全米経済研究所の刊行誌7)で

も、農業において在宅で行える仕事はわずか8%

であるとの見解が示されている。はたしてそう

なのだろうか。法人経営でない限り、出勤とい

う観点においては、農業という業種は、そもそ

も在宅勤務に近い状態にあり、通勤時間の短縮

というテレワーク化のメリット自体が存在しな

いようにも感じられる。

た。学生は一人ひとりミュートを解除して１分

程度話してもらい、大教室に集まった教員には

スマートフォンにスピーカーを接続して声を聞

いてもらった。３回目以降は、当初の予定通り

新入生７～８名につき教員２名が対応する小グ

ループに分かれて行ったが、LINEだけでなく、

FD活動の一環として認められていたZOOMを活

用したグループもあった。

前期の学部講義-2

　私の前期の担当科目は３回生配当の「農薬環

境学」（履修人数31名）と２回生配当の「水質

管理学」（28名）であった。これまでの対面授

業ではプリントを配布し、黒板に板書しながら

授業を進めていた。今年は黒板に板書する内容

もプリントに書き込み、１週間前にOneDriveに

アップロードした。当日は、講義ごとに作った

LINEグループで、配布した資料をもとに音声の

みで講義を行った。LINEグループ作りは、すで

に横のつながりができている２、３回生は、私

が知っている学生の誰かに一言頼めばスムーズ

に運んだ。この点は、LINEグループに入ってこ

なかった（入れなかった）学生に直接電話する

などして苦労した1回生とは異なった。

　対面時は学生に「これ知ってるか」、「これ

どう思う？」と聞きながら授業を進めていた。

LINEの音声通話でもそれを踏襲し、１回の講義

中に一人１回は「○○さん、ミュートを外して

答えてください」と問いかけるようにした。結

果として、会話の一方通行による睡魔の撃退

（しばらく問いかけないと返答がない場合も

あったが）ができたと思う。前期終了時の学生

アンケートでは、全然会えない友達の声を聞く

機会が持ててよかったとの回答があった一方、

早口であった、音声が聞き取りにくいことが

あった、込み入った内容についていけなかった

との指摘もあった。なお、90分の講義で使用し

たデータ通信量は0.04GB前後であった。

　対面時の成績評価は期末試験に重点を置いて

いたが、試験が実施されるか不確かであった。

そこで、1回の講義ごとに課題を出して評価す

ることにした。課題は、音声のライブ授業だけ

では十分伝えられなかった内容を調べてもらう

パターンと、その日の授業の手書きノートを写

真に撮り、その日のうちにメールの添付資料で

送ってもらう２つのパターンで行った。結果と

して、調べ物とノート提出はほぼ半々となっ

た。手書きノートの提出は、多くの課題で時間

管理に苦しんでいる学生の負担軽減になったの

ではと思う。また、これまで学生のノートを

チェックすることはなかったが、講義の関心度

や理解度を知るよい機会になった。

前期の大学院講義と学部の実験実習

　大学院の「化学物質動態論」も前期配当で

あった。基本的には学部の講義と同様の方式を

とったが、数式などを書きながら示す必要が

あった。受講生８名に通信制限のないことが確

認できたので、LINEのビデオ通話を使った。少

人数のためWeb会議ツールを使うことも考えた

が、この当時WEBカメラは家電量販店、ネット

販売いずれも品切れで入手困難であった。（私

が購入できたのは6月末）そのため、スマート

フォンを机の上30cmほどの位置に固定し、下

に置いた小ぶりのホワイトボードに書き込んだ

映像を映す方式で講義を行った。時々映像が乱

れたり、フェードアウトすることもあったが、

概ねうまくいったと考えている。約60分のビデ

オ通話で使用したデータ通信量は0.1～0.15GB

であった。

　５月下旬には全国の新たな感染者数が50人を

下回り、このまま収束することが期待されたが

６月下旬から再び増加に転じ、8月上旬に1500

人以上でピークとなる第２波となった。８月下

旬には1000人以下となったが、延期した「生物

資源管理学実験Ⅷ」（18名）を8月18、19日と

25、26日に実施した。多くの学生は初日に久し

ぶりの再会を喜んでいたようであった。実験台

は１台当たり6人まで座れるが、３人までにし

て密を避ける工夫をした。また、実験で使う試

料水は、大学の調査船「はっさか」で多景島付

近に行って採水するが、これも予定通り行うこ

とができた。この授業のように対面で実施でき

た実験実習がある一方、講義期間中である5～7

月にオンデマンドの遠隔講義で実施した実験実

習も多かったと聞いている。ビデオ素材の作成

にあたっては、単に操作の様子を示すだけでな

く、ちょっとしたコツや実際にやった感を演出

するために、多くの工夫と苦労があったことは

想像に難くない。

後期の学部講義

　後期授業は対面授業となったが、全国の新規

感染者数は9月下旬の500人前後を底に上昇し始

め、１月の初めには8000人に迫った。また1月

7日に2回目の緊急事態宣言が発出された。その

ため後期の講義があと２、３回で終わる1月12

日以降、再び遠隔授業となった。この期間に人

間学「農業と環境」（大久保先生担当、79名）

の1回分、「農薬の環境問題」を担当したが、

実施日はちょうど遠隔授業の期間であった。大

久保先生は、遠隔授業になる以前から79名を２

つに分け、一つは講義室で対面、もう一つはそ

の時の録画映像をYouTubeで視聴し、これを毎

週入れ替える方式をとっていた。私の担当回で

は、パワーポイントのスクリーン映像を説明す

る様子を講義数日前にビデオ録画してもらい、

大久保先生がそれをYouTubeにアップロードす

る方法がとられた。聴衆なしで喋るのは慣れな

かったが、身振り手振りやスクリーン上にポイ

ンターを示した様子も配信されたので、伝えた

いことは対面授業と同じ程度に伝わったのでは

と思っている。

最後に

　この原稿執筆時の2021年３月中旬には、国内

で医療従事者へのワクチン接種が開始され、第

３波も1000人以下となる日が散見されるように

なった。この間、多くのセミナーや学会がWEB

開催された。私自身、それらに参加するだけで

なく、100人程度の学会セミナーの司会や、

1400人規模の学会でポスターセッションの座長

を担当する機会があった。その他、これまで東

京で行われていた会議も軒並みWEB開催となっ

た。（ほとんどがZOOM®開催）さらに学科の卒

論発表会にはMicrosoft®TEAMSを用いて、卒

論生は下宿または自宅から１年間の成果発表を

行った。

　今年は、必要に迫られてではあるが、授業や

会議、打ち合わせのWEB開催についてかなりの

知識と経験を得ることができた。WEB開催は感

染リスクを低減し、移動時間を節約できる一

方、一時的な映像や音声の途切れ、相手の反応

を見ながらの議論ができないなど、対面に及ば

ない点も見えてきた。今後はこれらを改善した

新たなツールや手段が提供されるかもしれず、

それには乗り遅れないようにしたい。近い将

来、COVID-19の根絶は無理でも、ただの風邪

になる日が来るはずである。仮にそうなって

も、仕事のスタイル、生活様式はリモートワー

クやWEBツールを前提としたものに変わり、コ

ロナ禍前とは大きく異なる。その時のための第

一歩として、今年の経験を前向きにとらえてい

きたい。

コロナ禍の始まりと前期の講義開始まで

　2020年はコロナ禍により遠隔授業を余儀なく

された年であった。１月に国内で感染が確認さ

れて以降、３月末には累積患者数が2000人を超

え、新規患者数は４月上旬に第一波のピークを

迎えた。

　大学からは４月1日に「授業開始は4月20日」

と通知があったが、感染が収まらない状況に対

処するため、4月10日には「授業開始は5月11

日、5月6日までは休講」と修正された。この時

点では対面授業の予定であったが、紆余曲折を

経て、４月24日に「講義は遠隔授業のみ、ただ

し実験実習科目は必要に応じて延期」で方針が

決定した。

　遠隔授業の実施にはいくつかの制限が設けら

れた。遠隔授業が確実に受講できるように学生

の通信環境に配慮すること、大学側の通信回線

容量の都合でライブ授業ができないことなどで

ある。このため、オンライン上でデータファイ

ルが保存できるOneDriveが用意された。多くの

講義では、教員がパワーポイントに音声を加え

たファイルや自作の動画など、さまざまな講義

コンテンツをOneDriveにアップロードし、学生

がそれらをダウンロード・視聴した後、レポー

トや課題を提出する方法が一般的であった。こ

の方法の長所、短所、弊害はすでにさまざまな

ところで取り上げられており、ここでは割愛し

た。

　すでに大学の通信回線容量が改善され、

ZOOM®や Microsoft®TEAMSが一般的に使われ

ている現在（2021年３月）では、以下に記述す

る方法がとられることはまずない。本稿はコロ

ナ禍初期の奮闘記・忘備録として捉えていただ

ければ幸いである。

前期の学部講義-1

　私は加藤先生とともに１回生担任にあたって

いたことから、年度初めは講義の準備より新入

生への対応に忙殺された。まず新入生の通信状

況を把握するため、入学時に登録してあるメー

ルアドレスに学科独自でアンケートを送った。

多くの学生は通信料の制限がなくインターネッ

トが使用でき、自分専用のPCを持っていたが、

中にはスマートフォンのテザリングのみ、PCが

家族共用、あるいはPCを持っていないなど、学

生によっては厳しい通信環境に置かれているこ

とが分かった。ただし通信アプリとして全員が

LINEを使っていることが確認できた。

　１回生の入学式は中止となり、学生証を受け

取った4月6日が7月までの唯一の登校日となっ

た。例年は入学式直後の学科別ガイダンスで一

人ひとり自己紹介をしてもらうが、今年は1回

生前期必修の「人間探求学」の講義中に行うこ

ととした。自己紹介のフォーマットを連休前に

送ると同時に、LINEグループに入ってもらうこ

とにした。学科定員は60名であるが、どの学年

も自発的に作ったLINEグループで情報交換をし

ている。今年に限っては教員が主導してLINEグ

ループを作るかたちになった。私自身、スマー

トフォンを使い始めてから１年ほどしかたって

おらず、LINEに触れる機会はこの時が初めてで

あった。

　人間探求学の１回目（5月11日）は、県大の

ポータルサイトであるUSPoにアップロードし

た履修方法や教員の紹介資料を見ながら、LINE

のグループ通話機能を使って音声のみのリアル

タイムで実施した。音声はミュートにして参加

してもらい、教員のみが話をする状況であっ

た。開始に先立って一人ずつ名前を呼び、メッ

セージに「01須戸」のように学籍番号と名前を

返してもらうことで出席を確認した。全員呼び

終わるまで数分かかったが、出欠が確実に把握

できてよかったと思う。

　２回目（5月18日）は学生の自己紹介に充て

新型コロナウイルス（COVID-19）禍の遠隔授業
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　農業経営における主な業務は、①製品である

農産物の生産・管理、②収穫・出荷調整作業、

③出荷・販売、④資材調達および⑤経理・会計

業務である。このうち「⑤経理・会計業務」に

ついては、農業用会計ソフトの利用も進みつつ

あり、国税電子申告・納税システム(e-Tax)を利

用すれば、完全在宅業務化も可能である。また

「④資材調達」についても、通信販売を利用す

れば、在宅でも行える業務となる。さらに「③

出荷・販売」に関して考えてみると、農林水産

省の調査結果7)によれば、青果物の80%強は現

在も市場出荷されており、この場合、生産者、

消費者の双方が接する機会に乏しい。一方で、

全体の7.8%ではあるが消費者への直接販売も行

われており、通信販売の形態であれば、消費者

とのリモートコミュニケーションが成立するこ

ととなる。また営業活動の一環として、農地の

リモート展示（消費者からみれば農地のリモー

ト見学）のような事例も散見されるようになっ

てきた。農業のテレワーク化によって、消費者

からすると、とかく遠隔の存在となりやすい生

産者との距離が近くなる効用もあるといえる。

一方、｢①農産物の生産・管理」、｢②収穫・出

荷調整作業」については、テレワーク化はほと

んど進んでいない。その場にいることが重要と

なりやすい性質の業務ということもあるが、作

業環境の改善、特に作業の機械化・省力化と

いったところによるメリットの方が大きく、そ

もそもテレワーク化による恩恵が少ないように

も思われる。しかしながら、テレワークである

かどうかは別として、これら作業にICTを積極

的に活用しようとする機運はますます高まって

おり、最近では「スマート農業」という呼称が

与えられるに至っている。これも著者が感じて

いるだけなのかもしれないが、｢スマート農業」

は基本的には「リモート農業」を意味する用語

ではないのだが、語感が似ているため、どうに

も紛らわしい。ちなみに、「リモート農業」

も、著者がそのように表現しているに過ぎず、

用語として厳密に定義されているわけでもな

い。

　スマート農業では、「データに基づいた客観

的で伝達しやすく誰でも使いやすい技術」を志

向している8)。先述の「①農産物の生産・管

理」に関するものとして、データには、作業日

誌や作業記録のようなものも利用されるが、こ

れとは別に、農地を診た情報が重要となる。概

してみれば、農地が露地であるのか施設である

のかと、農地の何を診たのか、具体的には植物

そのものであるのか、植物をとりまく環境であ

るのかで大きく分類できそうである。さらに

は、診るための技術として、旧来型の直接的診

断から、非破壊分析やリモートセンシングを活

用した診断方法へと変革していることも特徴で

あるといえる。

　露地栽培で植物を診る場合（パターン1）

は、人工衛星やドローンにより植物群落をリ

モート撮影し、植物の状態を調査することを基

本とする。検知するのは主として植物の葉が反

射する光の波長である。赤色光と近赤外光の反

射率から算出する正規化植生指数（NDVI=Nor

malized Difference Vegetation Index）が有名

であるが、利用する波長の組み合わせを変えた

様々な植生指数も提案されている。現在のとこ

ろ、得られた植生指数の画像から葉のクロロ

フィル含量や窒素含量を推定し、農地間や農地

内の肥料の過不足をなくすことで、施肥効率を

高め、環境負荷を少なくするといった活用が期

待されている8,9)。ちなみに、ここにきて、よう

やく本記事に「環境科学」の要素が登場し始め

たような気がするのは、著者だけではないはず

である。

　露地栽培で植物をとりまく環境を診る場合

（パターン2）は、地下部環境を知ることが中

心となっている。その代表例は土壌診断である

が、土壌を採取して、分析センター等に委託

し、その分析結果を確認して、施肥の調整や土

壌改良を行うこと自体は、以前からも行われて

きたことである。このような土壌診断を非破壊

で行う手段として、「トラクタ搭載型土壌分析

システム」の開発が行われており、トラクタを

走行しながら、搭載したセンサーにより土壌反

射光を計測することで、多数の土壌診断項目値

を推定する手法も検討されている10)。また先述

置情報を活用して自動走行するトラクタや田植

え機の開発も行われている14,15)。安全性確保の

ために作業中は監視者を配置することが必須で

あるとはいえ、このような農機の利用は、モバ

イル端末による遠隔環境制御と同様に、テレ

ワークも一部可能とするものであるから、いわ

ば「リモート農業」といえるものかもしれな

い。ただ先述したように、このような「リモー

ト農業」の形態がもたらすメリットが、テレ

ワークを可能とすることによるものといえるの

かどうかは判断が難しい。作業の機械化・超省

力化によるメリットが大きすぎるためである。

　以上、特集「環境科学とリモート社会」の一

環として、「リモート農業」に関する雑感を述

べてきた。なんともとりとめのない内容になっ

てしまったが、どうやらリモート農業の時代は

来つつあるらしいのは確かなようである。実感

が今一つ沸いてこないのは、著者の不勉強のな

せる業なのか、周囲の環境がそうさせるのか。

ふと窓の外に目をやれば、本学圃場実験施設に

ICTの足音が聞こえるのは、まだまだ先のよう

である。ただ、どうにもアナログかつローテク

な生活スタイル、研究スタイルを辞めることが

できない著者にとっては、一方で、これが十分

すぎる生活環境、研究環境でもあるらしい。
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した人工衛星画像より、土壌の肥沃度の指標と

して、土壌炭素含有率を推定し、土壌の評価を

行う試みもある8)。簡易かつ迅速な土壌診断技

術も、やはり適切な土壌管理に寄与すると考え

られる。

　水田の場合は、地下部環境として重要な水位

を遠隔で診る技術も開発されている11)。水田に

水位センサーを設置するとともに、水田の取水

口や排水口に自動給排水栓を設置し、水位を自

動制御するか、もしくはモバイル端末で農地よ

り送られてくる画像や水位センサーの値を確認

しながら、水田の給排水を遠隔操作する。これ

により、従来、直接現地に行き人手により入

水・排水を行っていた業務がテレワーク化され

るとともに、水資源の有効利用といった効用も

得られるとされる。また水温センサーも併用す

ることで、水温を下げたい場合は夜間に入水、

水温を下げたくない場合は昼間に入水すると

いった利用法も検討されている。

　露地栽培の場合と比較して、施設栽培の場合

は、より精密な制御を行うことに力点がおかれ

る。植物を診る場合（パターン3）を論じる前

に、まずは植物をとりまく環境を診る場合（パ

ターン4）の方から紹介しておきたい。

　施設栽培では、とにかく対象とする植物に

とって最適な環境を与え続けることが基本であ

り、各種センサーにより計測した情報をもと

に、機械的に制御を行う。地上部環境の場合

は、特に日射量、気温、湿度（飽差）および

CO2濃度について、遮光カーテン、換気窓、暖

房機、ミスト散布装置およびCO2施用装置など

を使用して、設定値に近づくよう自動かつ複合

的に制御する。地下部環境についてみれば、水

耕栽培では、培養液の計測を行い、培養液組成

がなるべく変化しないように制御することが基

本かつ必須の技術となっている。また、培地を

用いる養液栽培や土壌栽培において、根圏の水

分量を計測し、日射量に応じて、灌水頻度や灌

水量を調節する方法も普及している。

　上述の環境について、近年では、モバイル端

末より計測値を知るとともに、設定値を一括制

御するシステムも開発されるに至った。このよ

うな制御のテレワーク化が、スマート農業と称

されるようになった一因かもしれないが、施設

栽培における環境制御は、スマート農業として

位置づけられる以前より既に行われてきたこと

である。従来の技術が昨今スマート農業視され

てしまった状況は、大規模、あるいは高度施設

園芸が、やがて「太陽光利用型植物工場」と称

されるようになった状況と似ているかもしれな

い。さらにいえば、もともとは「植物工場」と

同義であった「人工光型植物工場」も、いつの

まにかスマート農業の1つの形態として扱われ

るようになってしまった感がある。

　最後に施設栽培で植物を診る場合（パターン

3）についてであるが、古典的な手法としては

栄養診断がある。葉などを採取して搾汁液の成

分濃度を測定して、施肥管理に役立てるという

ものであるが、これはスマート農業とは認識さ

れない。スマート農業として位置づける場合に

は、非破壊であることやICTが活用されている

ことが重要なのだろう。このような観点でいく

と、スマート農業に位置付けられそうなものと

しては、スピーキング・プラント・アプローチ

（SPA=Speaking Plant Approach）が該当する

かもしれない。SPA コンセプトは、様々なセン

サーを用いて植物の生体情報を計測して生育状

態を診断し、それに基づいて生育環境を適切に

制御するというものであり、非破壊・非接触タ

イプの植物生体情報計測技術は、SPAにおける

最重要技術に位置付けられている12)。具体的な

例としては、光を受けた植物の葉が発する蛍光

（クロロフィル蛍光）を計測し、得られる情報

である光合成機能を知ることで、施設内栽培環

境や生育の均一化に役立てようとする技術があ

る。

　以上のような、農地を診て栽培管理に役立て

る技術とは別に、高度に機械化された技術もス

マート農業として扱われている。先述した「②

収穫・出荷調整作業」については、AI・画像認

識を利用した自動走行型の収穫ロボットが開発

されている13)。さらに、「①農産物の生産・管

理」においては、測位衛星システム（GNSS=

Global Navigation Satellite System)からの位

　新型コロナウイルス感染拡大の影響で、在宅

勤務やオンライン授業といった「遠隔（リモー

ト）コミュニケーション」が常態化することと

なった。リモートコミュニケーションが常態化

する社会こそが、すなわち本来的な意味でのリ

モート社会であるように思われるが、多くの場

合、リモートワークを中心とした社会をリモー

ト社会と称しているようにも見受けられる。

　現在、テレワークとリモートワークはほぼ同

義の用語として使用されている。テレワークに

ついて、日本テレワーク協会1)は「情報通信技

術（ICT = Information and Communication 

Technology）を活用した、場所や時間にとら

われない柔軟な働き方」と定義し、国土交通省
2)や総務省3)も「ICTを利用し、時間や場所を有

効に活用できる柔軟な働き方」と表現してい

る。企業に勤務する被雇用者が行う雇用型のテ

レワークには、自宅を就業場所とする「在宅勤

務」、電車、飛行機などの移動中や、移動の合

間に喫茶店などで行う「モバイルワーク」、自

社オフィスとは別に用意したワークスペースで

業務を行う「サテライトオフィス勤務」が含ま

れる。また個人事業者・小規模事業者等が行う

自営型のテレワークもある4)。いずれの形態で

あるにせよ、「ICT」がテレワークのキーワー

ドであることは間違いない。

　意外と感じたのは著者だけなのかもしれない

が、テレワークの普及・啓発そのものは、新型

コロナウイルス禍の以前より進められていたこ

とである。実際に、総務省では2015年度より、

テレワークの導入・活用を進めている企業・団

体を「テレワーク先駆者」として、さらには、

十分な利用実績等が認められる場合に「テレ

ワーク先駆者百選」として、選定・公表を続け

てきた5)。2019年4月には働き方改革関連法が

施行され、働き方改革の一環として政府により

一層の普及・啓発が推し進められようとした矢

先、昨今の新型コロナウイルス感染拡大によっ

て、テレワークは社会へと急速な広がりをみせ

たように思われる。

　テレワークの導入にあたっては、業務の性質

上、適している職種もあれば、適さない職種も

あることが知られている。国土交通省の調査結

果4)によれば、雇用型では、｢情報通信業」、

「学術研究、専門・技術サービス業」でテレ

ワーカーの割合が高く（それぞれ35 .8%、

29.5%）、｢医療・福祉」、｢宿泊業・飲食業」で

はテレワーカーの割合は低く、10%に満たな

い。自営型でも同様に「情報通信業」、｢学術研

究、専門・技術サービス業」でテレワーカーの

割合が高く（それぞれ50.4%、32.7%）、｢医

療・福祉」で割合が8.0%と最も低かった。｢農林

水産・鉱業」もまた9.7%と低く、やはり10%に

は達していない。ICTが進歩したとしても、そ

の場にいることが業務を遂行するうえで重要と

なる職種では、テレワークを行い難いことが背

景にあるらしい。

　農業におけるテレワークの現状について調査

しようとすると、「テレワーク＋農業」の新聞

記事6)を見出すこととなった。記事によれば、

東京での業務を全てテレワークで行いながら、

副業としての稲作を新潟で行い、これまでは通

勤に充てていた時間を農作業の時間に充てて有

効活用しているとのことである。このような兼

業農家のスタイルは今後増えていくのかもしれ

ないが、農業そのものがテレワーク化している

わけではない。全米経済研究所の刊行誌7)で

も、農業において在宅で行える仕事はわずか8%

であるとの見解が示されている。はたしてそう

なのだろうか。法人経営でない限り、出勤とい

う観点においては、農業という業種は、そもそ

も在宅勤務に近い状態にあり、通勤時間の短縮

というテレワーク化のメリット自体が存在しな

いようにも感じられる。

た。学生は一人ひとりミュートを解除して１分

程度話してもらい、大教室に集まった教員には

スマートフォンにスピーカーを接続して声を聞

いてもらった。３回目以降は、当初の予定通り

新入生７～８名につき教員２名が対応する小グ

ループに分かれて行ったが、LINEだけでなく、

FD活動の一環として認められていたZOOMを活

用したグループもあった。

前期の学部講義-2

　私の前期の担当科目は３回生配当の「農薬環

境学」（履修人数31名）と２回生配当の「水質

管理学」（28名）であった。これまでの対面授

業ではプリントを配布し、黒板に板書しながら

授業を進めていた。今年は黒板に板書する内容

もプリントに書き込み、１週間前にOneDriveに

アップロードした。当日は、講義ごとに作った

LINEグループで、配布した資料をもとに音声の

みで講義を行った。LINEグループ作りは、すで

に横のつながりができている２、３回生は、私

が知っている学生の誰かに一言頼めばスムーズ

に運んだ。この点は、LINEグループに入ってこ

なかった（入れなかった）学生に直接電話する

などして苦労した1回生とは異なった。

　対面時は学生に「これ知ってるか」、「これ

どう思う？」と聞きながら授業を進めていた。

LINEの音声通話でもそれを踏襲し、１回の講義

中に一人１回は「○○さん、ミュートを外して

答えてください」と問いかけるようにした。結

果として、会話の一方通行による睡魔の撃退

（しばらく問いかけないと返答がない場合も

あったが）ができたと思う。前期終了時の学生

アンケートでは、全然会えない友達の声を聞く

機会が持ててよかったとの回答があった一方、

早口であった、音声が聞き取りにくいことが

あった、込み入った内容についていけなかった

との指摘もあった。なお、90分の講義で使用し

たデータ通信量は0.04GB前後であった。

　対面時の成績評価は期末試験に重点を置いて

いたが、試験が実施されるか不確かであった。

そこで、1回の講義ごとに課題を出して評価す

ることにした。課題は、音声のライブ授業だけ

では十分伝えられなかった内容を調べてもらう

パターンと、その日の授業の手書きノートを写

真に撮り、その日のうちにメールの添付資料で

送ってもらう２つのパターンで行った。結果と

して、調べ物とノート提出はほぼ半々となっ

た。手書きノートの提出は、多くの課題で時間

管理に苦しんでいる学生の負担軽減になったの

ではと思う。また、これまで学生のノートを

チェックすることはなかったが、講義の関心度

や理解度を知るよい機会になった。

前期の大学院講義と学部の実験実習

　大学院の「化学物質動態論」も前期配当で

あった。基本的には学部の講義と同様の方式を

とったが、数式などを書きながら示す必要が

あった。受講生８名に通信制限のないことが確

認できたので、LINEのビデオ通話を使った。少

人数のためWeb会議ツールを使うことも考えた

が、この当時WEBカメラは家電量販店、ネット

販売いずれも品切れで入手困難であった。（私

が購入できたのは6月末）そのため、スマート

フォンを机の上30cmほどの位置に固定し、下

に置いた小ぶりのホワイトボードに書き込んだ

映像を映す方式で講義を行った。時々映像が乱

れたり、フェードアウトすることもあったが、

概ねうまくいったと考えている。約60分のビデ

オ通話で使用したデータ通信量は0.1～0.15GB

であった。

　５月下旬には全国の新たな感染者数が50人を

下回り、このまま収束することが期待されたが

６月下旬から再び増加に転じ、8月上旬に1500

人以上でピークとなる第２波となった。８月下

旬には1000人以下となったが、延期した「生物

資源管理学実験Ⅷ」（18名）を8月18、19日と

25、26日に実施した。多くの学生は初日に久し

ぶりの再会を喜んでいたようであった。実験台

は１台当たり6人まで座れるが、３人までにし

て密を避ける工夫をした。また、実験で使う試

料水は、大学の調査船「はっさか」で多景島付

近に行って採水するが、これも予定通り行うこ

とができた。この授業のように対面で実施でき

た実験実習がある一方、講義期間中である5～7

月にオンデマンドの遠隔講義で実施した実験実

習も多かったと聞いている。ビデオ素材の作成

にあたっては、単に操作の様子を示すだけでな

く、ちょっとしたコツや実際にやった感を演出

するために、多くの工夫と苦労があったことは

想像に難くない。

後期の学部講義

　後期授業は対面授業となったが、全国の新規

感染者数は9月下旬の500人前後を底に上昇し始

め、１月の初めには8000人に迫った。また1月

7日に2回目の緊急事態宣言が発出された。その

ため後期の講義があと２、３回で終わる1月12

日以降、再び遠隔授業となった。この期間に人

間学「農業と環境」（大久保先生担当、79名）

の1回分、「農薬の環境問題」を担当したが、

実施日はちょうど遠隔授業の期間であった。大

久保先生は、遠隔授業になる以前から79名を２

つに分け、一つは講義室で対面、もう一つはそ

の時の録画映像をYouTubeで視聴し、これを毎

週入れ替える方式をとっていた。私の担当回で

は、パワーポイントのスクリーン映像を説明す

る様子を講義数日前にビデオ録画してもらい、

大久保先生がそれをYouTubeにアップロードす

る方法がとられた。聴衆なしで喋るのは慣れな

かったが、身振り手振りやスクリーン上にポイ

ンターを示した様子も配信されたので、伝えた

いことは対面授業と同じ程度に伝わったのでは

と思っている。

最後に

　この原稿執筆時の2021年３月中旬には、国内

で医療従事者へのワクチン接種が開始され、第

３波も1000人以下となる日が散見されるように

なった。この間、多くのセミナーや学会がWEB

開催された。私自身、それらに参加するだけで

なく、100人程度の学会セミナーの司会や、

1400人規模の学会でポスターセッションの座長

を担当する機会があった。その他、これまで東

京で行われていた会議も軒並みWEB開催となっ

た。（ほとんどがZOOM®開催）さらに学科の卒

論発表会にはMicrosoft®TEAMSを用いて、卒

論生は下宿または自宅から１年間の成果発表を

行った。

　今年は、必要に迫られてではあるが、授業や

会議、打ち合わせのWEB開催についてかなりの

知識と経験を得ることができた。WEB開催は感

染リスクを低減し、移動時間を節約できる一

方、一時的な映像や音声の途切れ、相手の反応

を見ながらの議論ができないなど、対面に及ば

ない点も見えてきた。今後はこれらを改善した

新たなツールや手段が提供されるかもしれず、

それには乗り遅れないようにしたい。近い将

来、COVID-19の根絶は無理でも、ただの風邪

になる日が来るはずである。仮にそうなって

も、仕事のスタイル、生活様式はリモートワー

クやWEBツールを前提としたものに変わり、コ

ロナ禍前とは大きく異なる。その時のための第

一歩として、今年の経験を前向きにとらえてい

きたい。

コロナ禍の始まりと前期の講義開始まで

　2020年はコロナ禍により遠隔授業を余儀なく

された年であった。１月に国内で感染が確認さ

れて以降、３月末には累積患者数が2000人を超

え、新規患者数は４月上旬に第一波のピークを

迎えた。

　大学からは４月1日に「授業開始は4月20日」

と通知があったが、感染が収まらない状況に対

処するため、4月10日には「授業開始は5月11

日、5月6日までは休講」と修正された。この時

点では対面授業の予定であったが、紆余曲折を

経て、４月24日に「講義は遠隔授業のみ、ただ

し実験実習科目は必要に応じて延期」で方針が

決定した。

　遠隔授業の実施にはいくつかの制限が設けら

れた。遠隔授業が確実に受講できるように学生

の通信環境に配慮すること、大学側の通信回線

容量の都合でライブ授業ができないことなどで

ある。このため、オンライン上でデータファイ

ルが保存できるOneDriveが用意された。多くの

講義では、教員がパワーポイントに音声を加え

たファイルや自作の動画など、さまざまな講義

コンテンツをOneDriveにアップロードし、学生

がそれらをダウンロード・視聴した後、レポー

トや課題を提出する方法が一般的であった。こ

の方法の長所、短所、弊害はすでにさまざまな

ところで取り上げられており、ここでは割愛し

た。

　すでに大学の通信回線容量が改善され、

ZOOM®や Microsoft®TEAMSが一般的に使われ

ている現在（2021年３月）では、以下に記述す

る方法がとられることはまずない。本稿はコロ

ナ禍初期の奮闘記・忘備録として捉えていただ

ければ幸いである。

前期の学部講義-1

　私は加藤先生とともに１回生担任にあたって

いたことから、年度初めは講義の準備より新入

生への対応に忙殺された。まず新入生の通信状

況を把握するため、入学時に登録してあるメー

ルアドレスに学科独自でアンケートを送った。

多くの学生は通信料の制限がなくインターネッ

トが使用でき、自分専用のPCを持っていたが、

中にはスマートフォンのテザリングのみ、PCが

家族共用、あるいはPCを持っていないなど、学

生によっては厳しい通信環境に置かれているこ

とが分かった。ただし通信アプリとして全員が

LINEを使っていることが確認できた。

　１回生の入学式は中止となり、学生証を受け

取った4月6日が7月までの唯一の登校日となっ

た。例年は入学式直後の学科別ガイダンスで一

人ひとり自己紹介をしてもらうが、今年は1回

生前期必修の「人間探求学」の講義中に行うこ

ととした。自己紹介のフォーマットを連休前に

送ると同時に、LINEグループに入ってもらうこ

とにした。学科定員は60名であるが、どの学年

も自発的に作ったLINEグループで情報交換をし

ている。今年に限っては教員が主導してLINEグ

ループを作るかたちになった。私自身、スマー

トフォンを使い始めてから１年ほどしかたって

おらず、LINEに触れる機会はこの時が初めてで

あった。

　人間探求学の１回目（5月11日）は、県大の

ポータルサイトであるUSPoにアップロードし

た履修方法や教員の紹介資料を見ながら、LINE

のグループ通話機能を使って音声のみのリアル

タイムで実施した。音声はミュートにして参加

してもらい、教員のみが話をする状況であっ

た。開始に先立って一人ずつ名前を呼び、メッ

セージに「01須戸」のように学籍番号と名前を

返してもらうことで出席を確認した。全員呼び

終わるまで数分かかったが、出欠が確実に把握

できてよかったと思う。

　２回目（5月18日）は学生の自己紹介に充て
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た。学生は一人ひとりミュートを解除して１分

程度話してもらい、大教室に集まった教員には

スマートフォンにスピーカーを接続して声を聞

いてもらった。３回目以降は、当初の予定通り

新入生７～８名につき教員２名が対応する小グ

ループに分かれて行ったが、LINEだけでなく、

FD活動の一環として認められていたZOOMを活

用したグループもあった。

前期の学部講義-2

　私の前期の担当科目は３回生配当の「農薬環

境学」（履修人数31名）と２回生配当の「水質

管理学」（28名）であった。これまでの対面授

業ではプリントを配布し、黒板に板書しながら

授業を進めていた。今年は黒板に板書する内容

もプリントに書き込み、１週間前にOneDriveに

アップロードした。当日は、講義ごとに作った

LINEグループで、配布した資料をもとに音声の

みで講義を行った。LINEグループ作りは、すで

に横のつながりができている２、３回生は、私

が知っている学生の誰かに一言頼めばスムーズ

に運んだ。この点は、LINEグループに入ってこ

なかった（入れなかった）学生に直接電話する

などして苦労した1回生とは異なった。

　対面時は学生に「これ知ってるか」、「これ

どう思う？」と聞きながら授業を進めていた。

LINEの音声通話でもそれを踏襲し、１回の講義

中に一人１回は「○○さん、ミュートを外して

答えてください」と問いかけるようにした。結

果として、会話の一方通行による睡魔の撃退

（しばらく問いかけないと返答がない場合も

あったが）ができたと思う。前期終了時の学生

アンケートでは、全然会えない友達の声を聞く

機会が持ててよかったとの回答があった一方、

早口であった、音声が聞き取りにくいことが

あった、込み入った内容についていけなかった

との指摘もあった。なお、90分の講義で使用し

たデータ通信量は0.04GB前後であった。

　対面時の成績評価は期末試験に重点を置いて

いたが、試験が実施されるか不確かであった。

そこで、1回の講義ごとに課題を出して評価す

ることにした。課題は、音声のライブ授業だけ

では十分伝えられなかった内容を調べてもらう

パターンと、その日の授業の手書きノートを写

真に撮り、その日のうちにメールの添付資料で

送ってもらう２つのパターンで行った。結果と

して、調べ物とノート提出はほぼ半々となっ

た。手書きノートの提出は、多くの課題で時間

管理に苦しんでいる学生の負担軽減になったの

ではと思う。また、これまで学生のノートを

チェックすることはなかったが、講義の関心度

や理解度を知るよい機会になった。

前期の大学院講義と学部の実験実習

　大学院の「化学物質動態論」も前期配当で

あった。基本的には学部の講義と同様の方式を

とったが、数式などを書きながら示す必要が

あった。受講生８名に通信制限のないことが確

認できたので、LINEのビデオ通話を使った。少

人数のためWeb会議ツールを使うことも考えた

が、この当時WEBカメラは家電量販店、ネット

販売いずれも品切れで入手困難であった。（私

が購入できたのは6月末）そのため、スマート

フォンを机の上30cmほどの位置に固定し、下

に置いた小ぶりのホワイトボードに書き込んだ

映像を映す方式で講義を行った。時々映像が乱

れたり、フェードアウトすることもあったが、

概ねうまくいったと考えている。約60分のビデ

オ通話で使用したデータ通信量は0.1～0.15GB

であった。

　５月下旬には全国の新たな感染者数が50人を

下回り、このまま収束することが期待されたが

６月下旬から再び増加に転じ、8月上旬に1500

人以上でピークとなる第２波となった。８月下

旬には1000人以下となったが、延期した「生物

資源管理学実験Ⅷ」（18名）を8月18、19日と

25、26日に実施した。多くの学生は初日に久し

ぶりの再会を喜んでいたようであった。実験台

は１台当たり6人まで座れるが、３人までにし

て密を避ける工夫をした。また、実験で使う試

料水は、大学の調査船「はっさか」で多景島付

近に行って採水するが、これも予定通り行うこ

とができた。この授業のように対面で実施でき

た実験実習がある一方、講義期間中である5～7

月にオンデマンドの遠隔講義で実施した実験実

習も多かったと聞いている。ビデオ素材の作成

にあたっては、単に操作の様子を示すだけでな

く、ちょっとしたコツや実際にやった感を演出

するために、多くの工夫と苦労があったことは

想像に難くない。

後期の学部講義

　後期授業は対面授業となったが、全国の新規

感染者数は9月下旬の500人前後を底に上昇し始

め、１月の初めには8000人に迫った。また1月

7日に2回目の緊急事態宣言が発出された。その

ため後期の講義があと２、３回で終わる1月12

日以降、再び遠隔授業となった。この期間に人

間学「農業と環境」（大久保先生担当、79名）

の1回分、「農薬の環境問題」を担当したが、

実施日はちょうど遠隔授業の期間であった。大

久保先生は、遠隔授業になる以前から79名を２

つに分け、一つは講義室で対面、もう一つはそ

の時の録画映像をYouTubeで視聴し、これを毎

週入れ替える方式をとっていた。私の担当回で

は、パワーポイントのスクリーン映像を説明す

る様子を講義数日前にビデオ録画してもらい、

大久保先生がそれをYouTubeにアップロードす

る方法がとられた。聴衆なしで喋るのは慣れな

かったが、身振り手振りやスクリーン上にポイ

ンターを示した様子も配信されたので、伝えた

いことは対面授業と同じ程度に伝わったのでは

と思っている。

最後に

　この原稿執筆時の2021年３月中旬には、国内

で医療従事者へのワクチン接種が開始され、第

３波も1000人以下となる日が散見されるように

なった。この間、多くのセミナーや学会がWEB

開催された。私自身、それらに参加するだけで

なく、100人程度の学会セミナーの司会や、

1400人規模の学会でポスターセッションの座長

を担当する機会があった。その他、これまで東

京で行われていた会議も軒並みWEB開催となっ

た。（ほとんどがZOOM®開催）さらに学科の卒

論発表会にはMicrosoft®TEAMSを用いて、卒

論生は下宿または自宅から１年間の成果発表を

行った。

　今年は、必要に迫られてではあるが、授業や

会議、打ち合わせのWEB開催についてかなりの

知識と経験を得ることができた。WEB開催は感

染リスクを低減し、移動時間を節約できる一

方、一時的な映像や音声の途切れ、相手の反応

を見ながらの議論ができないなど、対面に及ば

ない点も見えてきた。今後はこれらを改善した

新たなツールや手段が提供されるかもしれず、

それには乗り遅れないようにしたい。近い将

来、COVID-19の根絶は無理でも、ただの風邪

になる日が来るはずである。仮にそうなって

も、仕事のスタイル、生活様式はリモートワー

クやWEBツールを前提としたものに変わり、コ

ロナ禍前とは大きく異なる。その時のための第

一歩として、今年の経験を前向きにとらえてい

きたい。

コロナ禍の始まりと前期の講義開始まで

　2020年はコロナ禍により遠隔授業を余儀なく

された年であった。１月に国内で感染が確認さ

れて以降、３月末には累積患者数が2000人を超

え、新規患者数は４月上旬に第一波のピークを

迎えた。

　大学からは４月1日に「授業開始は4月20日」

と通知があったが、感染が収まらない状況に対

処するため、4月10日には「授業開始は5月11

日、5月6日までは休講」と修正された。この時

点では対面授業の予定であったが、紆余曲折を

経て、４月24日に「講義は遠隔授業のみ、ただ

し実験実習科目は必要に応じて延期」で方針が

決定した。

　遠隔授業の実施にはいくつかの制限が設けら

れた。遠隔授業が確実に受講できるように学生

の通信環境に配慮すること、大学側の通信回線

容量の都合でライブ授業ができないことなどで

ある。このため、オンライン上でデータファイ

ルが保存できるOneDriveが用意された。多くの

講義では、教員がパワーポイントに音声を加え

たファイルや自作の動画など、さまざまな講義

コンテンツをOneDriveにアップロードし、学生

がそれらをダウンロード・視聴した後、レポー

トや課題を提出する方法が一般的であった。こ

の方法の長所、短所、弊害はすでにさまざまな

ところで取り上げられており、ここでは割愛し

た。

　すでに大学の通信回線容量が改善され、

ZOOM®や Microsoft®TEAMSが一般的に使われ

ている現在（2021年３月）では、以下に記述す

る方法がとられることはまずない。本稿はコロ

ナ禍初期の奮闘記・忘備録として捉えていただ

ければ幸いである。

前期の学部講義-1

　私は加藤先生とともに１回生担任にあたって

いたことから、年度初めは講義の準備より新入

生への対応に忙殺された。まず新入生の通信状

況を把握するため、入学時に登録してあるメー

ルアドレスに学科独自でアンケートを送った。

多くの学生は通信料の制限がなくインターネッ

トが使用でき、自分専用のPCを持っていたが、

中にはスマートフォンのテザリングのみ、PCが

家族共用、あるいはPCを持っていないなど、学

生によっては厳しい通信環境に置かれているこ

とが分かった。ただし通信アプリとして全員が

LINEを使っていることが確認できた。

　１回生の入学式は中止となり、学生証を受け

取った4月6日が7月までの唯一の登校日となっ

た。例年は入学式直後の学科別ガイダンスで一

人ひとり自己紹介をしてもらうが、今年は1回

生前期必修の「人間探求学」の講義中に行うこ

ととした。自己紹介のフォーマットを連休前に

送ると同時に、LINEグループに入ってもらうこ

とにした。学科定員は60名であるが、どの学年

も自発的に作ったLINEグループで情報交換をし

ている。今年に限っては教員が主導してLINEグ

ループを作るかたちになった。私自身、スマー

トフォンを使い始めてから１年ほどしかたって

おらず、LINEに触れる機会はこの時が初めてで

あった。

　人間探求学の１回目（5月11日）は、県大の

ポータルサイトであるUSPoにアップロードし

た履修方法や教員の紹介資料を見ながら、LINE

のグループ通話機能を使って音声のみのリアル

タイムで実施した。音声はミュートにして参加

してもらい、教員のみが話をする状況であっ

た。開始に先立って一人ずつ名前を呼び、メッ

セージに「01須戸」のように学籍番号と名前を

返してもらうことで出席を確認した。全員呼び

終わるまで数分かかったが、出欠が確実に把握

できてよかったと思う。

　２回目（5月18日）は学生の自己紹介に充て

変化により明るさ知覚が変わることを明らかに

しました。

　近年では、人感センサーや明るさセンサーな

どを用いた自動調光システムにより照明を変化

させる変動照明システムを導入したオフィスを

想定し、執務者の作業を妨害しない光の変動方

法に関する研究を行っています。主な研究方向

と方法は、照度の減増幅や速度など複数の条件

で変化する照明環境下で作業者の気づきや快適

性について評価をし、その結果を変動照明シス

テムが導入された実際のオフィス執務者を対象

に行った調査結果と合わせて検討することによ

り、今後オフィス照明システムの運用に応用で

きるデータを構築することを目標としていま

す。

居住環境の快適性評価

　大学の教職員として研究に係ることになって

からは、所属していた研究室がオフィス環境評

価を専門とするところだったので、オフィス環

境の快適性研究に参加してきました。近年の建

築・都市において重要なテーマになっている省

エネルギーは、建築のつくりに当って環境設備

分野の役割をますます大きくし、設備システム

の発展をもたらしています。これらのシステム

は、竣工して完成されるものではなく、使い方

によりその性能が左右されるため、使用時の建

築環境に対する的確な測定と評価を行い、それ

を建物の運用にフィードバックできるように情

報化することが必要です。これらに関する研究

は、特に2011年東日本大震災以降に厳しい電力

不足状況で要求された建物の省エネルギーに対

応しながらも執務者の快適性をいかに維持でき

るかについて、既存の建物はもちろん、新しい

空調システムを取り入れた先端の建物などを対

象に温熱環境の測定と執務者アンケート調査を

中心に研究を重ねてきました。今後もここまで

蓄積されたデータの分析をもとに温熱環境と快

適性及び生産性の評価構造の特性をまとめたう

え、実験やフィールド調査とともに検証する研

究を続けていきたいと思っております。

　また、住宅性能評価の分野では、居住者の住

まい方と快適性との関係について研究を行いま

した。住宅気候風土や自然エネルギーを活かし

て室内環境を調整するパッシブ住宅の場合、機

器を単純に操作して環境を調節するだけではな

く、窓開けや日射遮蔽、採光などを居住者が

パッシブな環境調節を有効に使える住まい方が

求められます。これらの研究では、パッシブタ

ウンに暮らす居住者を対象にアンケート調査と

実測を行い、さらにその結果に基づいてシミュ

レーションを行うことで、より効果的にパッシ

ブ設備を利用できる住まい方を提案し、快適性

を向上させました。また、屋外気象観測システ

ムやエネルギーマネジメントシステムと連携す

ることによって，居住者のパッシブデザインの

活用をより効果的に支援するための環境行動通

知（Environmental Adjustment Behavior 

Information System）を開発するなど、ここで

得られた知見を次期街区の設計へ活かせるよう

提言としてまとめました。

滋賀の環境を読み取る

　建築環境分野は、今は建築の企画から設計、

施工、運用まですべての段階でその役割が大き

くなっており、研究のテーマも多様化していま

す。人の観点からみると、人間が暮らすすべて

の場面が建築環境と関わっていると言え、私の

研究はその日常の小さな問題意識の発見が研究

の出発点になります。滋賀県立大学では自分の

研究室を持ち、学生の研究指導も行うことにな

りましたので、自分だけではなく学生たちの柔

軟な視点も積極的に取り入れた研究ができるこ

と、学生と一緒に成長できることを楽しみにし

ています。また今後は、自分の研究活動が地域

に貢献できるようにすることを常に心掛け、滋

賀の気候、歴史、人々の生活などこの地域の特

徴を読み取る研究を取り組みたいと思っており

ます。この地域の人々が長年をかけて作り上げ

たものを形にして、微弱ながら未来へつなげて

いく研究活動ができるように頑張っていきま

す。

　2020年4月に環境建築デザイン学科に着任し

ました。2000年1月に来日して21年目になる年

に住み慣れた東京を離れ滋賀県に移住しました

が、2019年末から世界中に感染が広がった

COVID-19の影響ですべての授業が遠隔にな

り、学生と対面することは後期になってから

やっと可能になりました。いまだに状況は落ち

着かず、なかなか先が読みづらいことで不安は

ありますが、ここで一度自分が環境学に関わっ

てきたことを振り返りながら、今できることと

やるべきことを考えてみたいと思います。

｢色彩地理学」からの出発

　学部の時、色彩学授業で紹介されたジャン・

フィリップ・ランクロ（Jean Philippe Lenclos)

氏の「色彩地理学」を興味津々に読んだことを

今でも覚えています。ランクロ氏の色彩地理学

では、調査地域の建築外装材、土や木の葉、苔

などを採集したり、現地で測色することにより

世界各地の特徴的な環境色彩を分析しています

が、その中でも特に記憶に残っているのは採集

した各地の土をまとめて比較した写真でした。

まだ自分が生まれ育ってきた都市を離れたこと

がなく、自然環境などにはあまり興味がなかっ

た私には紙上の経験とはいえ、かなり新鮮な刺

激になりました。後で彼のインタビュー記事を

読みましたが、色彩地理学は京都で留学してい

た時期にフランスとは全く異なる京都の色彩に

衝撃を受けたことが始まりだったようです。そ

の本で見た日本の土の色が印象深く残ってお

り、韓国のソウル地域は鉄の成分を多く含む赤

い土とは異なり、日本の土の色は濃い褐色でし

た。当時私がよく目にしていた建築や文化書籍

で紹介される日本の伝統建築や都市の様子は、

数寄屋造りの茶室で代表されるうす暗い室内空

間に窓から差し込んだ光の存在が強調されるよ

うな空間で、低い明度と高い彩度を持つ色の要

素が多く、私は勝手にその色を湿気を多く含ん

だ色と解釈をしていました。今振り返ってみる

と、そのイメージは長い歴史や広い地域のなか

での一部分かもしれませんが、当時はそれが日

本を象徴する色だと思うようになり、今でも最

も惹かれる日本の色であることには変わりあり

ません。

　社会人になってからは、学会の参加や研究調

査などで多くの海外の都市を訪れる機会を得ら

れました。短くて1～2日、長くても一週間ほど

の滞在でしたが、都市または建築のシンボルカ

ラーを上手に駆使している場所は印象に残って

おり、ロンドンをはじめとするヨーロッパ都市

の公共デザインや、フィンランドの岩建築など

が代表的な例と言えます。今でも新しい場所を

訪れる際はその地域の色を感じること、その意

味を読み取ることを第一に行っています。

建築光環境の研究

　色彩に対する興味は卒業後に勤めたインテリ

アデザインに活かされ、特に高齢者施設や医療

施設で使用者によりよい環境をつくるためには

どのような使い方をするべきか考えるようにな

りました。それらの仕事を通じて、建築空間の

中で色彩の見え方は照明による影響が多いこと

に興味が移り、また当時日本をはじめ世界では

夜間照明デザインが話題になり始めた時期でも

あり、大学院では光環境の研究をすることにな

りました。大学院の所属は建築環境の研究室

だったので、デザインとしての照明より、人間

が暮らす環境としての照明を扱い、学校教室や

医療施設、日本伝統舞台や商業施設など様々な

場所の光環境を調査し、解析する研究に参加す

るようになりました。自分の研究としては、ま

だ居室の一室一灯照明が主流だった時代に、居

住者と照明の位置関係による明るさ知覚の違い

を研究し、人の目と照明の相対位置と目の加齢
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